〈　該当する所得区分と重度かつ継続のチェックシート（精神通院）　〉
　　○　受診者が属する「世帯」に関しての質問に順次答えながら記入してください。
（以下の質問中の「世帯」とは，受診者と同一の医療保険に加入している方全員をいいます。ただし，受診者が18歳未満の場合，受診者と受給者が同一の医療保険に加入していない場合であっても，受診者と受給者を同一の「世帯」とみなします。)
問１　受診者が属する「世帯」は，生活保護又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による支援給付の認定を受けていますか。
　□　受けています　　⇒　「生保等」に○をしてください。
　□　受けていません　⇒　問２へ。
問２　受診者が属する「世帯」は，市町村民税（均等割か所得割のいずれか又は両方）が課税されていますか。
　□　課税されていません　⇒　問３へ。（市町村民税の非課税状況が分かる書類をご用意ください。）
　□　課税されています　　⇒　問４へ。（市町村民税の課税状況が分かる書類をご用意ください。)

問３　受診者の収入は80万円以下ですか。（受診者が18歳未満の場合にはその保護者全員それぞれの収入が80万円以下ですか。）
　（※収入とは①国民年金，厚生年金，共済年金等公的年金，②障害年金，障害手当金，障害給付金，障害補償，特別児童扶養手当，特別障害者手当等給付等，③合計所得金額（公的年金等を受給する者は，合計所得金額から公的年金等の所得（公的年金等の収入－公的年金等控除額）を控除した額）の①～③を合計した額です。「世帯調書」を参照しながら収入額が分かる書類をご用意ください。）

　□　80万円以下です　　　　⇒　「低１」に○をしてください。
　□　80万円を超えています　⇒　「低２」に○をしてください。
問４　受診者が属する「世帯」（国民健康保険又は後期高齢者医療制度の場合は被保険者全員，国民健康保険及び後期高齢者医療制度以外の場合は被保険者や組合員，など）に課税されている市町村民税所得割額の合計額は，以下のどの金額に該当しますか。
　□　市町村民税所得割額の合計額は　３万3,000円未満　です　⇒　「中間１」に○をしてください。問５へ。
　□　市町村民税所得割額の合計額は　３万3,000円以上23万5,000円未満　です　⇒「中間２」に○をしてください。問５へ。
　□　市町村民税所得割額の合計額は　23万5,000円以上　です　⇒　「一定以上」に○をしてください。問５へ。
問５　「重度かつ継続」（次の「重度かつ継続」の対象範囲を参照してください。）に該当しますか。
　□　該当すると思います　　⇒　「重度かつ継続」の「該当」に○をしてください。
　□　該当しないと思います　⇒　「重度かつ継続」の「非該当」に○をしてください。
※　「重度かつ継続」の対象範囲
　　①　・Ｆ０　　　症状性を含む器質性精神障害
　　　　・Ｆ１　　　精神作用性物質使用による精神及び行動の障害
　　　　・Ｆ２　　　統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害
　　　　・Ｆ３　　　気分障害
　　　　・Ｇ40　　  てんかん

　　　　・その他　　精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した方
　　　　　（詳しいことは，現在通院中の医療機関の主治医にお尋ねください。）
　　②　医療保険の多数該当の方
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	　　（注１）　市町村民税非課税世帯の本人収入は，受診者が18歳未満の場合は保護者全員それぞれの収入額になります。

　　（注２）　所得区分⑤′は令和６年３月31日までの経過措置です。


